
●伊賀市の現状

公共施設最適化計画中間案　支所別意見交換会資料

昭和４５年度から平成元年にかけて建てられた施設が多い

人口減による投資的経費縮小と、余剰施設の顕在化が見込まれる
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６割以上の施設の更新が困難 　　財政破綻
　　行政サービスの低下

全ての施設を更新・改修する場合、平成６２年度までに総額１，２５９億円の更新費用が不足

「持続可能な公共

サービスの実現に向

けて」 
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公共施設の更新費不足額（本計画の実施前） 更新可能額 不足額（更新不能額）

平成６２（２０５０）年度までの更新費合計＝１９３９億円（平均４９億円/年）

平成６２（２０５０）年度までの不足額＝１２５９億円（平均３２億円/年）

平成６２（２０５０）年度までの更新可能額＝６８０億円（平均１７億円/年）

何もしないと・・・ 

他市並みの保有量 
人口減に応じた規模 

総量目標-３４％ 
→用途別目標を提示 

類似・余裕施設解消 
総量縮減と機能維持 

施設運営の効率化 
受益者負担の適正化 

公的関与のあり方 
の提示（負担見直し） 

達成手段の提示 
（モデルケース） 

課題解決に向けた３原則（３Ｒ） 
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